
 

岐阜県家庭における暴力防止等協議会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 児童虐待、配偶者暴力（以下「ＤＶ」という。）等家庭における暴力の未然防止及び

被害者保護並びに要保護児童及びその保護者に関する情報の交換その他要保護児童の適切な

保護を図るため、関係機関が持つ人的・社会的資源を最大限活用した連携体制の整備並びに

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、児童虐待の防止に関する法律（平成１２年法律

第８２号）及び配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律

第３１号。以下「ＤＶ防止法」という。）等の円滑な運用を図ることを目的として、岐阜県

家庭における暴力防止等協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会は、ＤＶ防止法第５条の２第１項に規定する関係機関等により構成される協議会と

して設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するために以下の事項について連絡調整及び検討を行う。 

(1) 家庭における暴力の防止等、早期発見、早期対応等のための関係機関の連携の推進に関す

る事項 

(2) 家庭における暴力の防止等に係る県民等への情報提供、啓発に関する事項 

(3) その他家庭における暴力の防止等に関する事項 

 

（委員） 

第３条 協議会の委員は、別表１から別表４までに掲げる者とし、別表１及び別表２に掲げる

者については事務局が選任する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任することができる。 

 

（会長） 

第４条 協議会の会長は、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、会長が指名する委員がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 協議会は、事務局が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは委員以外の者の出席を求め、その意見を聴取する 

ことができる。 

 

（専門部会） 

第６条 協議会に、次の専門部会を置く。 

(1) 要保護児童対策専門部会 

(2) 配偶者暴力等防止専門部会 

 

第７条 要保護児童対策専門部会は、次の事項について検討を行う。 

(1) 児童虐待等の早期発見及び早期対応のための関係機関の連携の推進に関する事項 

(2) 児童虐待防止等に係る県民等への周知、啓発に関する事項 

(3) 被虐待児童及び家庭への援助のあり方に関する事項 

(4) 市町村における要保護児童対策地域協議会の推進に関する事項 

(5) その他要保護児童及びその保護者に関する事項 

 



第８条 配偶者暴力等防止専門部会は、次の事項について検討を行う。 

(1) ＤＶ等に係る通報、相談、保護及び自立支援のための関係機関の連携の推進に関する事項 

(2) ＤＶ等の防止及び被害者の保護に関する県民等への周知、啓発に関する事項 

(3) 被害者の保護、自立支援及び加害者への支援のあり方に関する事項 

(4) 配偶者暴力等防止地域協議会に関する事項 

(5) 困難な問題を抱える女性支援調整会議実務者会議に関する事項 

(6) その他ＤＶ等の防止に関する事項 

 

第９条 要保護児童対策専門部会の会員は、別表１及び別表３に掲げる者とし、別表１に掲げ

る者については事務局が選任する。 

２ 配偶者暴力等防止専門部会の会員は、別表２及び別表４に掲げる者とし、別表２に掲げる者

については事務局が選任する。 

 

第10条 専門部会にそれぞれ部会長を置くこととし、会員の互選によりこれを定める。 

２ 部会長は、会務を総理し、専門部会を代表する。 

３ 部会長に事故あるときは、部会長が指名する会員がその職務を代理する。 

 

第11条 専門部会は、事務局が招集する。 

２ 部会長は、必要があると認めるときは会員以外の者の出席を求め、その意見を聴取すること

ができる。 

 

（秘密の保持） 

第12条 協議会の委員は、ＤＶ防止法第５条の３の規定に基づき、正当な理由なく、協議会の

事務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならず、その職を退いた後も同様とする。 

 

（事務局） 

第13条 協議会の事務局は、岐阜県子ども・女性部男女共同参画推進課に置く。 

 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附則 

１ この要綱は、平成１４年３月１９日から施行する。 

２ 岐阜県児童虐待防止協議会設置要綱（平成１３年３月２３日）は、廃止する。 

３ この要綱の施行の日に委嘱される委員の任期は、第３条第２項の規定にかかわらず、 

平成１５年３月３１日までとする。 

 

附則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成１７年１１月１７日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成１８年１月２６日から施行する。 

 

附則 

１ この要綱は、平成１８年１１月２０日から施行する。 



２ この要綱の施行に伴い委嘱される委員の任期は、第３条第２項の規定にかかわらず、 

平成１９年３月３１日までとする。 

 

附則 

この要綱は、平成１８年１１月３０日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附則 

１ この要綱は、平成２２年９月１６日から施行する。 

２ この要綱の施行に伴い委嘱される委員の任期は、第３条第２項の規定にかかわらず、 

平成２３年３月３１日までとする。 

 

附則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

  附則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

  附則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

  附則 

１ この要綱は、平成２７年１１月１日から施行する。 

２ この要綱の施行に伴い委嘱される委員の任期は、第３条第２項の規定にかかわらず、 

平成２９年５月１０日までとする。 

 

  附則 

この要綱は、平成２７年１２月１日から施行する。 

 

  附則 

この要綱は、平成２９年５月１１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表１（要保護児童対策専門部会） 

岐阜県医師会 団体・機関から推薦のあった者 

岐阜県小児科医会 〃 

岐阜県弁護士会 〃 



岐阜県市長会 〃 

岐阜県町村会 〃 

岐阜地方法務局 〃 

岐阜県人権擁護委員連合会 〃 

岐阜家庭裁判所 〃 

岐阜地方検察庁 〃 

岐阜県小中学校長会 〃 

岐阜県公立幼稚園長会 〃 

岐阜県私立幼稚園連合会 〃 

岐阜県民生・児童委員協議会 〃 

岐阜県児童福祉協議会 〃 

岐阜県市町村保健活動推進協議会保健師部会 〃 

岐阜県保育研究協議会 〃 

ぎふＣＡＰ 〃 

 

別表２（配偶者暴力等防止専門部会） 

学識経験者 配偶者暴力等の防止に関して識見を有する者 

岐阜県医師会 団体・機関から推薦のあった者 

岐阜県精神科医会 〃 

岐阜県弁護士会 〃 

岐阜県市長会 〃 

岐阜県町村会 〃 

岐阜公証人会 〃 

岐阜地方法務局 〃 

岐阜県民生・児童委員協議会 〃 

岐阜労働局 〃 

岐阜県福祉事業団 〃 

手をつなぐ女たちの会 〃 

日本司法支援センター岐阜地方事務所 〃 

 

別表３（要保護児童対策専門部会） 

岐阜県教育委員会 学校安全課長 

岐阜県警察本部 少年課長 

岐阜県保健所長会 保健所長会で選任された保健所長 

岐阜県中央子ども相談センター 所長 

岐阜県子ども・女性部 

子ども・女性政策課長 

子ども家庭課長 

男女共同参画推進課長 

 

別表４（配偶者暴力等防止専門部会） 

岐阜県環境エネルギー生活部 人権施策推進課長 

岐阜県警察本部 人身安全対策課長 

岐阜県岐阜地域福祉事務所 福祉課長 

岐阜県女性相談支援センター 所長 

岐阜県子ども・女性部 
子ども家庭課長 

男女共同参画推進課長 
 


